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⚫ ベトナム：進む少子高齢化―二人っ子政策廃止に続き「出産一時金」導入（7/1） 

➢ https://www.afpbb.com/articles/-/3642133 （日本語記事） 

➢ 長年続けてきた、子どもを原則2人までに制限する「二人っ子政策」を廃止してから1年。

ベトナム共産党政権は出産へのさらなるインセンティブを打ち出している。同国は、「豊

かになる前に高齢化してしまう」リスクに直面しているからだ。1 日に施行された新たな

人口関連法制では、第 2 子を出産する母親の産前・産後休業が 6 か月から 7 か月へと

延長されるほか、金銭的支援も提供される。新制度では、出生前検査および新生児マス

スクリーニング検査に補助金が出るほか、特定の基準を満たす母親には、平均月収の3

分の 2に相当する最大228ドル（約3万7000 円）の出産一時金が給付される。平均寿命

の急激な伸びと出生率の低下により、ベトナムの少子高齢化は世界でもかなり速いスピ

ードで進んでいる。こうした傾向は、近年の経済開発の成功を反映したものだが、将来

的な労働力不足と社会保障制度の逼迫につながる可能性があると指摘されている。新

たな人口関連法制は、こうした人口動態の変化を緩やかにすることを目的としている。し

かし、一時金や 1か月の産休延長だけではもう 1人産もうとは思えない、という当事者た

ちの声も聞かれる。 

 

⚫ シンガポール：2025 年の出生数が 3 万人を下回るー死亡数は微増（7/27） 

➢ https://www.channelnewsasia.com/singapore/singapore-births-deaths-2025-ica-report-

6280681 

➢ https://www.ica.gov.sg/docs/default-source/ica/publications/stats_2025_annual_report.pd

f?sfvrsn=2a185cd3_0 （ICA 報告書全文） 

➢ シンガポール入国管理局（ICA）によると、シンガポールでは 2025 年の出生数が前年か

ら11.4％減少し、3万人を割って29,864人であった。一方で、死亡数はほぼ横ばいであり、

前年比0.2％増の26,499人であった。母親の初産年齢中央値は2021年の31.3歳から毎

年上昇し続け、2025 年は 32.1 歳だった。同国の合計特殊出生率は 2023 年に 1.0 を下回

って 0.97 となり、2025 年には 0.87 と最低記録を更新した。一方で死亡統計を見ると、死

因のトップはガンと心疾患であり、両者を合わせると死亡全体の 52.1％を占めた。 

 

⚫ 韓国：65 歳以上が初の 20％超…生産年齢人口は 70％を割り込む（7/31） 

➢ https://www.afpbb.com/articles/-/3646458 （日本語記事） 

➢ 韓国の総人口に占める 65 歳以上の割合が、初めて 20％を超えた。一方、15～64 歳の

生産年齢人口は 70％を割り込んだ。7 月28 日の国家データ庁発表によると、2025 年11

月1日時点の総人口は 5181万7000人で、前年より 1万2000人増えた。65歳以上の高

齢人口は 1072 万 3000 人で、前年より 60 万 1000 人増加し、総人口に占める割合は

19.5％から 20.7％に上昇した。一方、生産年齢人口は 3587 万人で、39 万 3000 人減少し

た。割合も 70.0％から 69.2％に低下し、2018 年の 73.4％をピークに減少が続いている。0

https://www.afpbb.com/articles/-/3642133
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健康・ケア 

～14 歳の年少人口は 522 万 5000 人で、19 万 6000 人減り、総人口に占める割合は

10.1％にとどまった。全国229市・郡・区のうち、65歳以上の人口が 15歳未満を上回った

地域は 224 か所に達した。年齢中央値は 46.8 歳となり、前年より 0.6歳上昇した。また未

婚化も進み、30 代の未婚率は 54.7％で、男性は 62.5％、女性は 46.0％だった。1 人世帯

は 824 万 4000 世帯に増え、一般世帯に占める割合は過去最高の 36.6％となった。増加

の中心は高齢層で、特に 70 代の 1 人世帯は前年より 9.6％増えた。 

 

 

 

⚫ 中国：職業資格制度の新設で、介護サービスの専門技術人材育成を強化（6/26） 

➢ https://www.jetro.go.jp/biznews/2026/07/606bf8c6bfd648ab.html （7 月 9 日付け日本語

記事） 

➢ 中国民政部および人力資源社会保障部は6月26日、「養老服務師職業資格制度暫行規

定」（以下、規定）を発表し、「養老服務師」の職業資格制度を新設した。人口高齢化への

対応に向けた国家戦略の実施と、介護サービス分野の専門技術人材の育成強化を目的

とする。規定では、「養老服務師」を在宅、コミュニティ、施設などの高齢者サービス現場

で活動する専門技術者と位置付け、国の職業資格制度に組み入れた。資格は初級、中

級、高級の 3 段階とし、初級と中級は全国統一試験を実施、高級については別途定める

とした。受験資格は学歴や実務経験などに応じて設定され、中級は一定の学歴に加え、

高齢者サービス分野での実務経験を要件とする。職業能力基準については、初級は高

齢者の身体状況や介護ニーズなどの評価補助、介護計画の作成支援、要介護高齢者

向けケアやリハビリテーション、心理支援などを担う。中級は、高齢者の総合評価やケア

計画の策定・実施、サービス品質管理に加え、介護従事者への研修・指導やサービス資

源の調整・紹介などを担当する。中国では既に介護ケアを担う「養老護理員（介護員）」や、

高齢者の身体機能や認知機能などを評価する「老年人能力評估師（高齢者能力評価

師）」といった専門職が存在するが、これらが主として現場での介護実務や評価業務を担

うのに対し、「養老服務師」はそれらと連携しつつ、高齢者サービス全体を統括する人材

として位置付けられる。こうした職務内容から、「養老服務師」は日本の介護支援専門員

（ケアマネジャー）に近い機能を持つが、中級以上では介護従事者への教育・指導やサ

ービス品質管理も職責に含まれるなど、より広範なマネジメント機能を有する職種であ

る。中国では、2028 年末を目標に長期介護保険制度を全国で本格導入する方針が示さ

れている。 

 

⚫ 中国：国民健康 5 か年規画を発表、2030 年までに平均寿命 80 歳を目標に（7/7） 

➢ https://www.jetro.go.jp/biznews/2026/07/4dafc067ffa80c3a.html （日本語記事） 

➢ https://www.jetro.go.jp/view_interface.php?blockId=41479124 （目標・指標の詳細） 

➢ 中国国務院は7月7日、「国民健康『第15次5カ年』規画」を発表した。本規画は「健康中

国」の建設を加速させるため、「国民経済と社会発展第15次5カ年規画綱要」および「『健

康中国 2030』規画綱要」に基づき制定された。国民の健康に関して 2030 年までに取り組

む 13の基礎項目、5分野24項目の重点任務、19の主要指標を掲げ、2035年までに「健

康中国」を作り上げるための強固な基盤を築くとしている。平均寿命は、2030 年までに
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「80 歳到達」を盛り込んでいる。これらの計画に向け、具体的取り組みも挙げられた。主

な施策は以下の通り。 

 包括的な健康サービス：健康増進と疾病予防の強化、ライフステージ全体にわたる

健康サービスの完備、医療サービスの質と水準の向上 

 衛生・健康安全保守体制：重大感染症の予防・抑制能力の向上、救急医療・緊急救命

および血液供給保障能力の向上、食品・医薬品の安全レベル向上、バイオセーフテ

ィおよび衛生・健康分野の情報セキュリティーの強化 

 統合型医療・衛生サービス体系：医療・衛生機関の機能分担と配置構造の最適化、

医療・衛生資源配置基準の合理的設定、医療・衛生基盤強化プロジェクト実施、リハ

ビリおよび看護サービスの拡充・高度化プロジェクト実施、現代的な公衆衛生システ

ム構築、質の高い医療サービス体系構築 

 分野の発展への新たな原動力育成：高度イノベーション人材の育成、科学技術イノ

ベーションの加速、デジタル化・スマート化の推進、中医薬の継承・革新的発展の推

進、健康産業高度化の加速 

 健康を中心とした高効率ガバナンスの深化：愛国衛生運動の成果向上、医療・医療

保険・医薬品の協調的発展とガバナンス推進、業界への総合監督管理制度整備、医

療におけるパーソンセンタードケアの強化、関連法制度の整備強化、「人類の衛生・

健康共同体」の構築推進 

 

⚫ 中国：上海で高齢者の医療付き添いサービスの新規定が施行（7/7） 

➢ https://www.afpbb.com/articles/-/3642491 （日本語記事） 

➢ https://japanese.shanghai.gov.cn/ja-ElderlyServices/20260701/3e6d55201a7c45a093b3e

2fce4121f23.html （日本語記事） 

➢ 上海市で「高齢者の医療付き添いサービスの全面推進に関する方案」が 7 月1日から正

式に施行された。60 歳以上の高齢者であれば、同サービスを購入・利用できる。サービ

スには、診療予約、病院への送迎、病院内で自動受付機での番号取得、診察後の支払

いや薬の受け取りなどが含まれる。現在、上海市高齢者介護人材サービス保障センタ

ーには計 500 人余りの医療付き添いスタッフが登録されている。浦東新区で同サービス

の試行が始まって以来、延べ 7,000 人余りが利用している。月に数百件以上の依頼があ

り、その大半が公益サービスである。市全域でこれまで、1,700 人以上のスタッフを育成

した。また今年から同スタッフは、上海市における特別職業能力評価の対象職種に組み

入れられ、就労年齢に該当し同サービスに関心のある人は、誰でも応募できる。サービ

ス料金は現時点で各区・各機関が設定しているが、郊外地域では一般的に1時間当たり

30～50 元（約 720～1,200 円）、市内では約 50～80 元（1,200～2,000 円）となっている。ま

た、低所得層や特別な困難を抱える高齢者層に対して、各区が同サービスを高齢者介

護の補助金の対象に組み入れるよう奨励するとともに、多様な手段を通じて同サービス

を支援している。 

 

⚫ 欧州：人口あたりの病床数は減少が続く一方、介護ベッド数は増加傾向（7/13） 

➢ https://ec.europa.eu/eurostat/en/web/products-eurostat-news/w/ddn-20260713-1 

➢ https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Healthcare_resource_st

https://www.afpbb.com/articles/-/3642491
https://japanese.shanghai.gov.cn/ja-ElderlyServices/20260701/3e6d55201a7c45a093b3e2fce4121f23.html
https://japanese.shanghai.gov.cn/ja-ElderlyServices/20260701/3e6d55201a7c45a093b3e2fce4121f23.html
https://ec.europa.eu/eurostat/en/web/products-eurostat-news/w/ddn-20260713-1
https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Healthcare_resource_statistics_-_beds
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atistics_-_beds  

➢ Eurostat の発表によると、人口 10 万人あたりの病院ベッド数（病床数）は 2024 年で 507

床であり、前年の 511 からわずかに減少した。同統計を開始した 2009 年（582 床）以降、

減少が続いている。その背景には、科学技術の進展によって、多くの入院治療が短期化

したり外来に移行した点が挙げられる。ただし国によって大きな差が見られ、最も多いブ

ルガリアでは 870床、その他ドイツ（759床）やルーマニア（731床）でも 700 床を超えてい

た。一方、300 床を下回る国も 6 か所あり、スウェーデン（187 床）、オランダ（221 床）、デ

ンマーク（226 床）、フィンランド（248 床）などが該当する。一方で 10 万人あたりの介護施

設ベッド数を見ると、2024 年現在で最も多かったのはオランダ（1,390 床）で、スウェーデ

ン（1,298床）やベルギー（1,249床）が続いた。他方、ギリシャ（20床）やブルガリア（26床）、

ポルトガル（94 床）など二桁の国もある。2014 年と 2024 年を比較すると、人口10 万人あ

たりの介護施設ベッド数は増加傾向にあり、特にクロアチアやエストニアでは増加幅が

300床を超える。対照的に、デンマーク（151床減）やスウェーデン（86床減）、オランダ（33

床減）などでは大幅に減少した。 

 

⚫ WHO：認知症の最新ガイドラインを発表：認知症リスクは最大45％、予防・遅延が可能（7/15） 

➢ https://www.who.int/news/item/15-07-2026-new-who-guidelines--up-to-45--of-deme

ntia-risk-could-be-prevented-or-delayed 

➢ https://www.who.int/publications/i/item/9789240123557 （全文へのリンクあり） 

➢ https://news.un.org/en/story/2026/07/1167948  

➢ https://japan-who.or.jp/news-releases/2607-17/ （日本語記事） 

➢ 世界保健機関(WHO)は、認知機能の低下および認知症のリスク低減に関する最新ガイ

ドラインを発表し、生涯を通じて認知症の発症を予防または遅らせるための、エビデンス

に基づいた推奨事項を各国に示した。世界中で 5700 万人以上が認知症と共に暮らして

おり、毎年 1000 万人近くが新たに診断されている。認知症の根本的な治療法はまだな

いが、そのリスクのうち最大で 45％は、タバコ、飲酒、社会的孤立、身体活動の不足、大

気汚染、そして高血圧や糖尿病を含む非感染性疾患(NCDs)といった、改善可能な要因

であると見られる。WHO が 2019 年に認知症リスク低減に関する勧告を初めて発表して

以来、エビデンスが大幅に拡大しており、今回の改訂版ガイドラインでは、最新のエビデ

ンスやイノベーションが組み入れられている。本ガイドラインでは、不健康な行動への対

処、基礎疾患の管理、および認知機能の低下や認知症の一因となり得る環境要因への

曝露を低減するための総合的な推奨事項が示されている。認知症リスク低減に向けた

活動としては、認知機能の訓練や刺激、社会活動への参加などを推奨している。また

NCDｓのリスク低減策として、身体活動の増加、禁煙、減酒、健康的な食事を勧めるほか、

新たに大気汚染への曝露低減が加わった。さらに高血圧や糖尿病、高コレステロールな

ど心代謝性疾患の管理や、補聴器も、リスク低減策として挙げられている。 

 

⚫ 欧州：欧州高所得国の認知症コストは 40 兆円超－医療費より大きな無償ケアコスト（7/17） 

➢ https://www.alzheimer-europe.org/news/new-study-finds-dementia-costs-high-income-

european-countries-over-eur-221-billion-year  

➢ https://journals.sagepub.com/doi/10.1177/13872877261465575 （論文全文） 

https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Healthcare_resource_statistics_-_beds
https://www.who.int/news/item/15-07-2026-new-who-guidelines--up-to-45--of-dementia-risk-could-be-prevented-or-delayed
https://www.who.int/news/item/15-07-2026-new-who-guidelines--up-to-45--of-dementia-risk-could-be-prevented-or-delayed
https://www.who.int/publications/i/item/9789240123557
https://news.un.org/en/story/2026/07/1167948
https://japan-who.or.jp/news-releases/2607-17/
https://www.alzheimer-europe.org/news/new-study-finds-dementia-costs-high-income-european-countries-over-eur-221-billion-year
https://www.alzheimer-europe.org/news/new-study-finds-dementia-costs-high-income-european-countries-over-eur-221-billion-year
https://journals.sagepub.com/doi/10.1177/13872877261465575


5 

 

➢ 欧州の高所得 30 か国を対象とした調査では、認知症の年間コストが 2210 億ユーロ（約

40 兆 6250 億円）にのぼると推計された。この調査では、欧州の認知症コストに関して

2010～2023 年に発表された 45 本の論文を体系的に分析したほか、罹患率の推計を使

用した。分析の結果、認知症関連コスト全体の 58％（1280 億ユーロ）が家族や友人など

無償ケアであり、直接的な医療費（930 億ユーロ）を上回った。調査では、対象国全体で

2019 年現在、約 880 万人が認知症とともに暮らし、認知症関連コストは同地域全体の

GDPの約1.6％を占めると推計しており、医療だけでなく経済や家族への影響の大きさを

浮き彫りにしている。当事者1人あたりの社会的コストは年間で平均2万5200ユーロ（約

463 万円）と推計されるが、国によって幅がある。30 の対象国のうち最もコストが高かっ

たのはフランス、ドイツ、イタリア、スペインおよび英国であり、これらの国の合計は全体

の 68％を占めた。 

 

⚫ オーストラリア：介護施設の苦悩が浮き彫りに―入居率は上昇しても赤字事業者が増加

（7/21） 

➢ https://insideageing.com.au/more-aged-care-homes-fall-into-the-red-despite-rising-oc

cupancy-stewartbrown-warns/  

➢ https://stewartbrown.com.au/index.php?option=com_sppagebuilder&view=page&id=237 

（全文へのリンクあり） 

➢ StewartBrown が最近発表した調査によると、オーストラリアの居住型介護施設では、入

居率が上昇する一方で財務的な安定性は低下し、全体の 2/3 近くが赤字経営であった。

同調査は、1,173 か所の施設（9 万6000 床近く）の財務データに基づいて行われた。赤字

経営施設の割合は、2026 年 3 月現在 62％であり、前年の 49％から大幅に増加した。同

国では昨年後半より新たな高齢者ケア法が始まり、報酬額は増加したものの、人員配置

基準の遵守や職員の昇給などで報酬以上に労務費が増加した。直接的な介護への収

入は前年比6.6％増だったのに対し、コストは 11.7％増であった。報告書では、2026 年度

も人員配置レベルの引き上げが続くために、さらなるプレッシャーがかかると警告してい

る。同時に、居住費用やホテルコストでも赤字が続いている。2025年9月からホテルコス

トへの補助が増額され、日常生活サービスでの損失は減少したものの、最新データでも

1 日 1 床あたり 1.96 豪ドルの赤字となっている。このような厳しい財務状況の一方で、入

居率は前年の94.2％から95.2％へと上昇した。今後のさらなる人口高齢化や限られた新

規ベッド数を踏まえると、今後5～10 年間は入居率が 96％を超え続けると報告書では予

測している。 

 

⚫ 米国：シニアの日常的ストレスへの対応方法は？―AARP 調査結果（7/29） 

➢ https://www.aarp.org/pri/topics/health/prevention-wellness/stress-management-health

-coping/ （全文へのリンクあり） 

➢ AARP が 40 歳以上の 1,770 人を対象に行った調査では、大半の人が日常的にストレス

に直面しているものの、うまく対処できていると感じており、メンタルヘルスの自己評価も

高かった。日常的な習慣で「うまく出来ている」と感じている活動の割合は、ストレスの管

理で 72％であり、他の活動、たとえば健康的な食生活（69％）、十分な睡眠（58％）、十分

な運動（50％）よりも高かった。ただし、ストレスをコントロールするため更に出来ることが

https://insideageing.com.au/more-aged-care-homes-fall-into-the-red-despite-rising-occupancy-stewartbrown-warns/
https://insideageing.com.au/more-aged-care-homes-fall-into-the-red-despite-rising-occupancy-stewartbrown-warns/
https://stewartbrown.com.au/index.php?option=com_sppagebuilder&view=page&id=237
https://www.aarp.org/pri/topics/health/prevention-wellness/stress-management-health-coping/
https://www.aarp.org/pri/topics/health/prevention-wellness/stress-management-health-coping/
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経済・お金 

 

あると感じている人は82％にのぼり、たとえば睡眠や友人・家族との交流、ニュースから

しばらく遠ざかるなど、すぐにできる活動が挙げられた。ストレスはほとんどの場合、単

一ではなく複数の要因が絡み合っており、回答者の多くが挙げたストレスの要因は、健

康や経済、幅広い社会的な問題、家族の役割などであった。回答者の大半は、ストレス

は管理できると感じている一方で、ウェルビーイングには悪影響を与えるとも感じている。

ストレスが与える影響について質問した結果、多くの回答があったのは、睡眠や活力、

気分や感情的なウェルビーイング、集中力や気力、全体的な身体・脳の健康であった。

またストレスの管理方法としては、多くがシンプルで日常的にできる活動を挙げており、

たとえば友人や家族との時間（46％）、屋外や自然の中での時間（45％）、趣味や楽しめ

る活動（44％）、身体活動や運動（42％）などが挙げられた。ほかにも「専門家との相談」

や「深呼吸」、「ペットとの会話」、「ペースダウン」、「わずかな時間でも休んで気持ちをリ

セット」などの回答があった。これらの回答から、ストレスへの対応の多くは、日常的にで

きるシンプルな行動であることが見て取れる。 

 

 

 

⚫ 韓国：基礎年金、所得・財産増で対象外となった高齢者が 3 年で 60％増（7/7） 

➢ https://www.afpbb.com/articles/-/3642799 （日本語記事） 

➢ 韓国では、所得や財産が増えたことを理由に基礎年金の受給対象から外れた高齢者が、

最近 3 年で 60％近く急増したことが分かった。保健福祉省と国民年金公団が提出した資

料によると、所得・財産の増加を理由に基礎年金から中途除外された人は、2021 年の 5

万 2000 人から 2024 年には 8 万 3000 人へ 59.6％増えた。中途除外全体に占める所得・

財産増加の割合も、同じ期間に 17.4％から 21.3％へ拡大した。所得や財産の増加によっ

て受給できなくなる高齢者が、他の理由より速いペースで増えていることを示す。2014

年に導入された基礎年金は、65歳以上の高齢者のうち所得下位70％を対象に支給する

制度である。2026 年基準で、1 人世帯には月 34 万 9700 ウォン（約 3 万 8000 円）が支給

される。別途の財産がない一人暮らしの高齢者は、月最大 468 万ウォン（約 51 万円）の

勤労所得があっても対象に含まれる。高齢夫婦が所得なしで住宅だけを保有する場合

は、公示価格13 億2000 万ウォン（約1 億4500 万円）まで受給できる。ただし、所得増加

による除外と、不動産など財産増加による除外を分けた統計はない。一部では、不動産

公示価格の上昇が除外割合拡大の背景になったとの見方もある。 

 

⚫ 英国：公的支援の利用率が 100％になれば、高齢者の貧困は 15％減、医療・ケア費用は

1000 億円超の節約が可能と予測（7/15） 

➢ https://www.independentage.org/news-media/press-releases/new-research-total-take-

up-of-state-support-would-reduce-pensioner 

➢ https://www.independentage.org/policy-and-research/research-reports/TheOnlyWayIsU

p （全文へのリンクあり） 

➢ 英国では貧困高齢者の数が増加しており、相対的貧困者数は 2024 年度で約170 万人、

前年比 20 万増であった。貧困の予防や支援に向けて、高齢者が利用できる主な経済的

給付として、ペンション・クレジット（低所得高齢者向けの追加的金銭給付）、住宅給付（家

https://www.afpbb.com/articles/-/3642799
https://www.independentage.org/news-media/press-releases/new-research-total-take-up-of-state-support-would-reduce-pensioner
https://www.independentage.org/news-media/press-releases/new-research-total-take-up-of-state-support-would-reduce-pensioner
https://www.independentage.org/policy-and-research/research-reports/TheOnlyWayIsUp
https://www.independentage.org/policy-and-research/research-reports/TheOnlyWayIsUp
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プロダクティブ・エイジング、社会生活 

賃補助）および地方住民税の減免が挙げられる。しかし受給資格のある人全員が、これ

らの施策を利用しているわけではない。たとえばペンション・クレジットは、受給資格者の

38％が利用していないほか、住宅給付の未利用者は 23 万人にのぼる。全国高齢者慈

善団体の Independent Ageが最近行った調査では、これらの施策3点の利用率が 100％

になれば、英国全体で28万の高齢者が貧困から抜け出し、高齢貧困者数を15％減少で

きることが示された。また利用率が 100％になれば高齢者の健康状態改善にもつながり、

その結果、イングランドで年間最大 7 億 9000 万ポンド（約 1700 億円）の削減が可能であ

ると予測している。報告書では政府に対し、施策利用率向上の目標や戦略を策定するよ

う呼びかけている。また利用率が 100％になっても、貧困から脱するには不十分な人も

多数存在するため、高齢者が利用できる支援がどの程度提供されれば十分なのか、見

直す必要がある。 

 

⚫ 韓国：高齢者の 10 人に 4 人が貧困…OECD 平均の 2.7 倍 

➢ https://www.afpbb.com/articles/-/3644430 （日本語記事） 

➢ 韓国では年金の保障水準が経済協力開発機構（OECD）の平均を下回り、高齢者の貧困

と就労の長期化が同時に進んでいる。高齢者の 10 人に 4 人が貧困状態であり、不足す

る老後所得を補うため、退職後も働く人が多いことが分かった。国民年金研究院が

OECD の「図表で見る年金 2025」を分析した資料によると、韓国の高齢者の所得貧困率

は 39.7％で、OECD 平均の 14.8％の 2.7 倍だった。76 歳以上では 54.0％と半数を超え、

女性高齢者の貧困率も 45.0％に達した。背景には年金給付水準の低さがある。退職前

の所得に対する年金受給額の割合を示す所得代替率は、韓国の平均所得労働者で

33.4％と、OECD平均の43.0％を9.6ポイント下回った。所得の内訳を見ると、韓国の高齢

者世帯では、国民年金など公的移転所得の割合が 29.1％にとどまる一方、勤労所得は

49.9％を占めた。OECD 平均は公的移転所得が 55.9％、勤労所得が 27.0％だった。韓国

では、65～69 歳の雇用率が 2024 年時点で 57％と、OECD 平均の 26％の 2 倍を超え、

日本とともに加盟国で最も高い水準となった。実質的な引退年齢は男性が 67.4 歳、女性

が 69.6 歳だった。年金給付水準が低い要因の一つには、保険料率の低さがある。韓国

の 2024 年の義務年金保険料率は 9％で、OECD 加盟 38 カ国の平均 18.8％の半分程度

だった。韓国の 66 歳以上の平均可処分所得は、全人口平均の 68％にとどまり、OECD

平均の 87％を 19 ポイント下回った。66～75 歳では 76％だったが、76 歳以上では 57％

まで低下した。韓国政府は 2025 年の国民年金改革で、保険料率を 9％から 13％、所得

代替率を 40％から 43％へ引き上げることを決めた。保険料率は 2026 年の 9.5％から毎

年0.5ポイントずつ、8年間かけて引き上げる。OECD は、改革後も韓国の保険料率は国

際的に低いと評価した。また、国民年金の保険料納付が 60 歳で終わる一方、通常の受

給開始年齢は 63 歳だとして、就労期間が受給権の拡大につながるよう加入期間を延ば

す必要があると指摘した。 

 

 

 

⚫ 欧州：生涯で働く期間は 37.5 年に―2025 年データより（7/16） 

➢ https://ec.europa.eu/eurostat/en/web/products-eurostat-news/w/ddn-20260716-2 

https://www.afpbb.com/articles/-/3644430
https://ec.europa.eu/eurostat/en/web/products-eurostat-news/w/ddn-20260716-2
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➢ https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Duration_of_working_life

_-_statistics  

➢ Eurostatの発表によると、EU諸国では2025年現在、15歳以上の人が生涯で働く期間が

37.5 年となり、前年の 37.2 年から更にのびた。2016 年は 35.2 年だったため、2 年以上伸

長したことになる。しかしこの年数は国によって大きく異なる。7 か国では 40 年を超え、

最長はオランダ（44.0 年）、そしてスウェーデン（43.4 年）やデンマーク（42.6 年）などが続

いた。一方でルーマニア（32.7 年）やイタリア（33,0 年）などは 35 年に満たない。年数は男

女でも異なり、男性の平均は 39.5 年、女性は 35.4 年だったが、男女差はこの 10 年間で

5.0 年から 4.1 年へと縮小している。 

 

⚫ 英国：エイジフレンドリーな職場づくりプロジェクト―雇用者たちの参加動機や活動、効果な

どを検証（7/16） 

➢ https://ageing-better.org.uk/resources/evaluation-age-friendly-employer-pledge （全文

および要約へのリンクあり） 

➢ https://ageing-better.org.uk/blogs/exploring-ways-employers-are-becoming-age-friendly  

➢ 英国の高齢者支援全国団体 The Centre for Ageing Better が 2022 年より始めた Age 

friendly Employer Pledge（エイジフレンドリーな雇用者の誓い）は、50 代や 60 代の人材採

用・定着・育成支援を目指すプロジェクトで、「文化、採用、柔軟な働き方、キャリア開発、

健康面での支援」の 5 領域に重点を置いて、参加する雇用者へシンプルかつ手軽な実

践ツールを提供するほか、全国的なネットワークを構築している。プロジェクトへの参加

経緯や取り組みの実施状況、進展への促進・阻害要因および初期の効果を把握するた

めに、同団体では参加機関の担当リーダーや人事専門職、管理職、高齢就労者に、アン

ケートやフォーカスグループ、インタビューなどを行った。調査の結果、参加理由で特に

多く挙げられたのは、社会へのコミットメント表明（80％）や組織の価値観との親和性

（79％）、既存スタッフへエイジ・インクルージョンの姿勢を示すため（60％）などであった。

アプローチの強化方法の学びや、採用・定着での課題も理由に挙げられた。プロジェクト

を知ったきっかけは、センターの広報活動のほか、関係者からの口コミや推薦が多く見

られた。加入後の実践状況では、上記 5 領域のうち特に採用と健康面での支援が多く行

われており、キャリア開発は展開が最も遅れていた。まずは目に見えて実践的、低コス

トで既存システムに組み入れやすい所から始める雇用者が多く見られた。取り組みの推

進要因では、信頼がおけるプロジェクト主催者の指導や専門知識、ニュースレターやオ

ンラインでのガイダンスなど「軽め」の支援、雇用者のネットワーク、参加者同士の学び

合いなどが挙げられた。他方、阻害要因では限られた資源（特に小規模組織）、ラインマ

ネージャーの自信不足（特に年齢関連の対話や退職、キャリア開発、健康について）、デ

ジタルに関する高齢就労者のアクセス・知識不足、業務内容（シフト制、リモートNGなど）

による柔軟性の制限、年齢関連の就労者データ不足（ニーズや進展が把握しにくい）な

どが挙げられた。これらの結果、プロジェクトが一定程度の前進を見せている一方で、

要改善点も浮き彫りとなった。 

 

⚫ 英国等：「おばあちゃんツーリズム」に高まる関心―癒やしや伝統を求めて（7/17） 

➢ https://www.bbc.com/travel/article/20260714-nonnamaxxing-tourists-are-paying-to-tra

https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Duration_of_working_life_-_statistics
https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Duration_of_working_life_-_statistics
https://ageing-better.org.uk/resources/evaluation-age-friendly-employer-pledge
https://ageing-better.org.uk/blogs/exploring-ways-employers-are-becoming-age-friendly
https://www.bbc.com/travel/article/20260714-nonnamaxxing-tourists-are-paying-to-travel-like-grandmothers
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vel-like-grandmothers 

➢ https://drive.google.com/file/d/1XwiG8a-oG6WqC_rKYLKZJPaXDSgVNPyE/view?pli=1  

➢ https://www.getyourguide.press/blog/thegrantour  

➢ https://www.getyourguide.com/ja-jp/explorer/travel-inspiration/grandma-guides-travel-t

rend/ （日本語記事） 

➢ Grandma Tourism（おばあちゃんツーリズム）への関心が、近年高まっている。これは世

界各国で高齢女性がガイドや講師となり、料理や工芸、地域観光などを行うもの。Z 世代

やミレニアム世代の多くがストレスを頻繁に感じる中、高齢世代と穏やかな時間を過ごし

たいと思う人が増えているようだ。ツアーガイド会社の GetYourGuide によると、欧米の Z

世代旅行者の 76％がそのような活動に興味があると回答した。同社ではこのようなツア

ーの予約が、この2年間に50％増加しており、世代間のつながりへの関心の高まりが見

て取れる。またこのような体験は、穏やかな時間を提供するだけでなく、知識や伝統的

なスキル、地域の慣習を継承する上でも役立てることができる。実際の利用者体験を見

ると、たとえばイタリアで高齢女性の自宅でパスタ作りを教わった 30代のアメリカ人旅行

者は、この温かな時間が旅行で最高の体験だったと語り、「パスタ教室は沢山あっても、

イタリアのおばあちゃんから教わるのが一番だと思いました。教室と言うよりは、おばあ

ちゃんの家に招かれたように感じました」と述べている。ツアーのメニューは幅広く、たと

えば以下のような活動がある。 

 フランス：パリでタルトタタンやマドレーヌ作り 

 日本：東京でおむすび作り 

 オーストラリア：スワンバレーで先住民の食事体験 

 ハンガリー：おばあちゃんの自宅で手作りの伝統的ハンガリー料理をゆったりと堪能 

 インド：おばあちゃんの自宅でアーユルベーダ料理を体験 

 

 

 

⚫ シンガポール：高齢者向け住宅 CCA の利用可能年齢が 55 歳に引き下げ、サービス利用料

も減額（7/13） 

➢ https://www.channelnewsasia.com/singapore/community-care-apartments-age-eligibility

-lowered-down-6250486 

➢ https://www.channelnewsasia.com/watch/age-eligibility-community-care-apartments-lo

wered-55-65-6251486  

➢ https://www.moh.gov.sg/newsroom/age-eligibility-for-community-care-apartments-lowe

red-from-65-to-55-years-old---monthly-fees-reduced-by-18--to-75--with-new-sub

sidies-/  

➢ コミュニティケア・アパートメント（CCA）は、シンガポールでHDB（住宅開発庁）が2021年

より提供する高齢者向けの公営住宅で、バリアフリー設計の住居と、24 時間対応の緊

急通報や生活支援サービスが一体化している。これまでに、5 か所の CCA が立ち上げ

られている。2026 年 10 月に、受注生産方式で 6 か所目がオープンするに当たり、政府

は CCA の利用可能年齢を 65 歳以上から 55 歳以上に引き下げる、と発表した。また

CCA で提供される基本サービスパッケージ（BSP）の月額利用料も、18～75％減額され、

https://www.bbc.com/travel/article/20260714-nonnamaxxing-tourists-are-paying-to-travel-like-grandmothers
https://drive.google.com/file/d/1XwiG8a-oG6WqC_rKYLKZJPaXDSgVNPyE/view?pli=1
https://www.getyourguide.press/blog/thegrantour
https://www.getyourguide.com/ja-jp/explorer/travel-inspiration/grandma-guides-travel-trend/
https://www.getyourguide.com/ja-jp/explorer/travel-inspiration/grandma-guides-travel-trend/
https://www.channelnewsasia.com/singapore/community-care-apartments-age-eligibility-lowered-down-6250486
https://www.channelnewsasia.com/singapore/community-care-apartments-age-eligibility-lowered-down-6250486
https://www.channelnewsasia.com/watch/age-eligibility-community-care-apartments-lowered-55-65-6251486
https://www.channelnewsasia.com/watch/age-eligibility-community-care-apartments-lowered-55-65-6251486
https://www.moh.gov.sg/newsroom/age-eligibility-for-community-care-apartments-lowered-from-65-to-55-years-old---monthly-fees-reduced-by-18--to-75--with-new-subsidies-/
https://www.moh.gov.sg/newsroom/age-eligibility-for-community-care-apartments-lowered-from-65-to-55-years-old---monthly-fees-reduced-by-18--to-75--with-new-subsidies-/
https://www.moh.gov.sg/newsroom/age-eligibility-for-community-care-apartments-lowered-from-65-to-55-years-old---monthly-fees-reduced-by-18--to-75--with-new-subsidies-/
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人権・エイジズム・年齢制限 

サステナビリティ 

これは既存の CCA 入居者にも適用される。BSP の減額は、パッケージで提供される幅

広いサービスの効率化によるものであり、CCA入居者はこのサービス購入が義務づけ

られる。BSPの効率化によってCCA入居者の社会活動は、アパート内または近隣のア

クティブエイジングセンター（AAC）を通じて一体的に提供されるようになる。また BSP

のコスト減に向けて、緊急通報サービスは、これまで BSP に含まれていたが今後は任

意での利用となる。 

 

 

 

⚫ チリ：高齢者総合法が新たに成立―尊厳あるアクティブで健康的なエイジングを推進（6/1） 

➢ https://www.helpage.org/news/chiles-new-law-for-older-people-a-victory-shaped-by-c

ollective-action/ 

➢ チリで、高齢者の権利を推進する新たな法律が成立した。これは、高齢者や市民社会団

体などが数年にわたって働きかけてきた成果でもある。新たな「高齢者および尊厳ある

アクティブで健康的なエイジングの推進に向けた総合法」では、60 歳以上の人の権利保

護に向けた枠組みが強化される。年齢差別や虐待への保護策を強化し、司法や基本的

サービスへのアクセスを改善しながら、生涯を通じた尊厳、自律、参加および包摂の実

現を推進する。今後は、法律を実践に落とし込むための全国的な高齢者政策の策定が

必要となる。同国ではこれまでも高齢化政策は存在したが、権利に基づいたアプローチ

は今回が初めてとなる。政策策定期間は18カ月であり、今後10年にわたる施策の骨子

となる。同法の成立後、政府は政策の共創に向けて、大学や市民社会団体などの代表

者を集め始めており、これは高齢者の声を届ける重要な機会となる。  

 

 

 

⚫ 国連：10年以上にわたり成果を上げてきた SDGs ― 世界は今こそ有効な施策をただちに拡

充すべき：2026 年度版 SDGs 報告書を発表（7/7） 

➢ https://unstats.un.org/sdgs/report/2026/ （全文へのリンクあり） 

➢ https://www.unic.or.jp/news_press/info/54747/ （日本語記事） 

➢ 7 月7 日に国連が発表した「持続可能な開発目標（SDGs）報告2026」では、有効な施策を

拡充するための決定的なひと押しがなければ、SDGs の達成は手の届かない場所にま

で遠のいてしまいかねない、と警鐘を鳴らしている。持続可能な開発目標（SDGs）は

2015 年の採択以来、幅広い成果を上げてきた。安全な水や衛生施設、電力、インターネ

ット、社会保障制度へのアクセスが向上したほか、HIV 感染やエイズによる死亡が減少

している。しかし取り組みの進捗は依然としてばらつきがあり、かつ不十分である。

SDGsのターゲット 139項目のうち、達成のめどが立っているか、ある程度の前進が見ら

れるものは 36％にすぎず、半数近い 49％のターゲットでは、進捗があまりにも遅く、

2015 年のベースライン水準から後退を見せているものも 15％ある。たとえば貧困や食

料不安、妊産婦の死亡、気候関連災害、紛争、経済成長の鈍化、債務の累積、政府開発

援助の減少などで、課題が残る。10 年を超える実施期間を通じて蓄積されたエビデンス

では、大幅な前進が実現可能であるとはいえ、そのためには政治的なコミットメントや資

https://www.helpage.org/news/chiles-new-law-for-older-people-a-victory-shaped-by-collective-action/
https://www.helpage.org/news/chiles-new-law-for-older-people-a-victory-shaped-by-collective-action/
https://unstats.un.org/sdgs/report/2026/
https://www.unic.or.jp/news_press/info/54747/
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金調達、イノベーション、国際協力の整合を図らねばならないことが示されている。 


